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１．はじめに 

 再生可能エネルギー（再エネ）中心の電力システムへの移行は、地域経済の変革を伴う。

日本における再エネ普及の経済効果分析として、産業連関表を用いた研究には一定の蓄積

があるが、多くは全国あるいは9地域レベルを対象としている（森泉他 2015; 鷲津他 2015）。

そのため、再エネ普及による地域経済効果の分析において重要となる、中間財の地域別調

達比率や再エネ電力の売電地域構成に関しては想定値が用いられており、地域の実態を反

映した分析にはなっていない。本研究は、福島県を対象として、再エネ発電技術の普及に

よる地域経済効果を定量的に評価することを目的とする。福島県は、2040年頃を目処に、

県内の一次エネルギー需要量の100%以上を再エネで供給することを目指しており、再エネ

中心の電力システムを志向する象徴的な事例であると言える。対象とする再エネ技術は、

太陽光・風力・地熱・中小水力・木質バイオマス発電で、福島県における各種再エネ発電

事業の移輸出入構造の実態を反映した分析を行う。  
 

２．分析方法 

まず、再エネ普及の地域経済効果をなるべく正確に推計するために、2018年6月〜2019年3

月に、福島県で再エネ発電事業を実施・計画している事業者に対して、事業実施における

移輸出入構造を把握するための調査を実施した。主な調査内容は、（1）再エネ電力の年間

売電額及び売電総額に占める各電力販売契約先の構成比率、（2）再エネ発電事業の施設建

設及び運転維持に関わる部材・サービスの調達額と調達地域比率（福島県内・県外、海外）

である。福島県で再エネ発電事業を実施する30社に調査を依頼した結果、16社から計17事
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業に関する回答を得た（回収率は36%）。次に、鷲津他（2015）により開発された全国版拡

張産業連関表の「2005年再生可能エネルギー組込取引額表（124部門表）」および「2030年

再生可能エネルギー想定取引額表（143部門表）」を基に、福島県と福島県外に分割した拡

張地域間産業連関表を作成した。その際、公表されている2005年版福島県内産業連関表を

再エネ関連部門を中心に細分化し、2030年版福島県内産業連関表を独自に作成し、上記の

アンケート結果を基に中間財の調達地域比率と売電地域構成の修正を行った。これらに基

づき、福島県における2030年時点での再エネ普及に伴う地域経済効果を試算した。 

 

３．分析結果 

 主な分析結果として、2030年時点の発電部門における1単位（100万円）の最終需要増に

伴う福島県内・県外への付加価値波及（暫定値）を表1に示す。再エネ発電事業の多くは海

外製の技術を利用しているため、施設建設に伴う県内への付加価値波及は小さい（「県内／

列和」を参照）。ただし、化石燃料の輸入を必要とせず、運転保守を地元企業で実施するこ

とのできる再エネ発電は、発電段階における県内への付加価値波及が大きいことが分かる。 

 

表1 2030年時点の発電部門における福島県内・県外への付加価値波及（暫定値） 

 

 

４．結論 

 福島県における再エネ普及に伴う地域経済効果は、現状の移輸出入構造を反映した場合、

施設建設よりも発電段階の付加価値波及が大きいことが分かった。ただし、施設建設にお

いても、土木・電気工事や発電設備の部品製造等を地元企業が実施することで、地域経済

効果を高めることは可能である。再エネ発電事業への地域主体の参画に関する中長期的戦

略を打ち立て、エネルギー転換と産業育成のための施策を実施することが重要である。 
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